
銀行等の記載欄
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外国為替及び外国貿易法第25条第１項又は第５項の規定により許可を受けた許可証につい
ては、記載する必要はない。
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送金（又は受領）年月日 金 額 銀 行 等 確 認 印

根 拠 法 令 貿易関係貿易外取引等に関する
省令

主 務 官 庁 経 済 産 業 省

別紙様式第３の２（第１条関係）

経 済 産 業 大 臣 殿
申請者記名
押印又は署名

住所・居所
又は所在地

担 当 者

電 話 番 号

申請年月日

※許可年月日

※許 可 番 号

※有 効 期 限
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特 定 記 録 媒 体 等 輸 出 等 許 可 申 請 書

※上記申請は、
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外国為替令第17条第２項の規定により
N
¬
O
許 可 する。しない。

外国為替及び外国貿易法第67条第１項及び外
国為替令第17条第２項の規定により

N
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O
下記の条件を付して許可する。

条 件 経済産業大臣の記名押印

資 格
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記名押印
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税関の記載欄
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税関申告番号 特定記録媒体等の種類 積出港 通関年月日 税関記名押印

告 示

平
成

™
˜
年

 
月

˜
�
日
水
曜
日

第
œ
˜
œ
�
号

官
報

（裏面）
注意
１ ※印のある欄は記入しないこと。
２ 「取引の相手方」についての欄は、取引の相手方が確定していない場合は予定されている相
手方を、具体的に予定されていない場合「未定」と記入すること。
３ 記載事項はやむを得ない場合は、外国語で記入しても差し支えない。
４ 用紙の大きさはＡ列４版とすること。
５ 記名押印をする者は、法人の場合には当該法人の代表権を有する者とすること。

〇 総 務 省 告 示 第 四 百 四 十 六 号

公 職 選 挙 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 五 年 政 令 第 八 十 九

号 ） 第 五 十 九 条 の 五 の 三 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、

次 の と お り 特 定 国 外 派 遣 組 織 を 指 定 す る の で 、 同

条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

平 成 二 十 一 年 九 月 十 六 日
総 務 大 臣 佐 藤 勉

一 名 称 平 成 二 十 一 年 度 日 米 共 同

訓 練 （ ア ラ ス カ 州 フ ェ ア

バ ン ク ス ） 実 施 部 隊

二 国 外 派 遣 期 間 平 成 二 十 一 年 九 月 二 十 三

日 か ら 平 成 二 十 一 年 十 月

二 十 二 日 ま で

三 派 遣 人 数 （ 概 数 ） 百 三 十 人 程 度

四 派 遣 地 域 ア メ リ カ 合 衆 国 ア ラ ス カ

州 フ ェ ア バ ン ク ス

〇 総 務 省 告 示 第 四 百 四 十 七 号

公 職 選 挙 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 五 年 政 令 第 八 十 九

号 ） 第 五 十 九 条 の 五 の 三 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、

次 の と お り 特 定 国 外 派 遣 組 織 を 指 定 す る の で 、 同

条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

平 成 二 十 一 年 九 月 十 六 日
総 務 大 臣 佐 藤 勉

一 名 称 平 成 二 十 一 年 度 日 米 共 同

訓 練 （ ア ラ ス カ 州 ア ン カ

レ ッ ジ ） 実 施 部 隊

二 国 外 派 遣 期 間 平 成 二 十 一 年 九 月 二 十 三

日 か ら 平 成 二 十 一 年 十 月

二 十 二 日 ま で

三 派 遣 人 数 （ 概 数 ） 八 十 人 程 度

四 派 遣 地 域 ア メ リ カ 合 衆 国 ア ラ ス カ

州 ア ン カ レ ッ ジ

下記のとおり申請します。
輸出等の概要
\取引の相手方の氏名又は名称
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]取引の相手方の住所・居所又は所在地

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

^特定記録媒体の仕向地又は技術情報が受信される外国
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_技術の内容
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`特定記録媒体等の種類又は国外技術送信の手段
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